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新たな保育の仕組み
(｢サービス保障の強化等＋財源確保｣案)

市場原理に基づく

直接契約・バウチャー方式

現行制度維持
（｢運用改善＋財源確保｣案）

○ 客観的基準を満たす事業者は、給付対象と

する仕組みとする。【客観的基準による指
定制】

○ 幅広く利用者が選択した事業者のサー
ビスにバウチャーの充当を可能とする。
(市町村と保育所の間には 給付等に関
する関係性なし) 【自由市場】

○ 将来の児童数減少等を勘案し、裁量性
ある現行の都道府県の認可制度を存置
(待機児童がいても認可拒否が可能)
【現行制度維持】

○ 施設整備費や運営費の国庫負担引上げ
等で参入を期待。

(1)参入の基本的

仕組み

３ 参入の仕組み

○ 施設整備費（減価償却費）については、
運営費に相当額を上乗せを検討。

○ 集中的な整備を促進するための補助や、
経過期間における改修費用等の補助は維持。

○ 現行制度を維持。

（施設整備費補助は、解散時に財産を国庫
返納することとなっている社会福祉法人
に限定すべき。）

○ 事業者が、自由に設定する利用料にお
いて、施設整備費用も回収。

(2) NPO法人

等に対する

施設整備補助

【想定される課題】
● これまで抑制されてきた保育需要が
顕在化するため、財源確保が必要。

【想定される課題】
● 保育の質が担保されず、子どもの
良好な育成環境が保障できない。【想定される課題】

● 必要な保育量の拡充が図られず、女
性の労働市場参加が進まないことにより、
我が国の社会経済が縮小均衡に陥り、ひ
いては社会保障全体の持続可能性にかか
わる。

● 税源委譲・地方分権の強い流れの中
で、国庫負担割合の大幅な引き上げは非
現実的。

○ 他制度の例も参考に見直し。

※ 社会福祉法人会計基準の適用については、
指導監督の適切性が確保できるかどうか等
の観点も含め、引き続き検討。

○ 現行制度を維持。

（保育所運営費の当該保育所以外の充当を
制限する現行の仕組みを維持。）

○ 株式配当等を含め、自由。(3)運営費の

使途制限

【想定される課題】
● 初期投資費用が回収できないため、
多様な主体の参入が図られず、必要な保
育量の拡充が進まない。

【想定される課題】
● 運営実績を有する法人による新規の
保育所開設が行いにくく、必要な保育
量の拡充が進まない。

【想定される課題】
● これまで抑制されてきた供給が顕在
化するため、財源確保が必要。

【想定される課題】
● 事業者の設定する価格の支払いの可
否により決まるため、所得による階層
化が避けがたい。

【想定される課題】
● 不適切な水準の株式配当等が行われ
るおそれ。【想定される課題】

● 株式配当の可否等について、事業運営の
安定性確保、保育事業以外への資金の流出
の妥当性等の観点も含めさらに慎重に検討。

● 保育士の処遇へ与える影響について、さ
らに検討が必要。
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新たな保育の仕組み
(｢サービス保障の強化等＋財源確保｣案)

○ 競争（市場において選択されない事業
者の撤退）により、質の確保を図る。

○ 突然の撤退等により子どもの保育の確保が困難となることがないような措置（指定の
際の基準のあり方、公的関与のあり方、事業者に対する監査のあり方等）について、さ
らに検討。

○ また、公費による給付の適正性を確保するための方策のあり方についても、併せて、
さらに検討する必要がある。

(4)多様な提供主

体の参入や、量
の抜本的拡充に
際しての「質」
の担保・指導監
督

市場原理に基づく

直接契約・バウチャー方式

現行制度維持
（｢運用改善＋財源確保｣案）

【想定される課題】
● 市場を通じた淘汰には時間を必要と
し、悪質な事業者によるサービス提供を
受けた子どもの不利益は撤回が困難。

３ 参入の仕組み （続き）
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新たな保育の仕組み
(｢サービス保障の強化等＋財源確保｣案)

市場原理に基づく

直接契約・バウチャー方式

現行制度維持
（｢運用改善＋財源確保｣案）

○ 幅広く利用者が選択した事業者のサー
ビスにバウチャーを充当。

○ 客観的基準を満たす事業者を給付対象とし、保育の質を確保。４ 最低基準

【想定される課題】
● ただちに基準を満たすことが困難な認可外保育施設の質の引き上げ
● 給付対象となるサービスのみでは需要を満たし得ない地域における公平性の確保

【想定される課題】
● 保育の質が担保されず、子どもの
良好な育成環境が保障できない。

○ 事業者が自由に価格を設定。○ 所得にかかわりなく一定の質の保育を保障するため、保育の価格（公費による 補助額＋利用者
負担額）を公定。【公定価格】

５ 費用設定

【想定される課題】
● 保育の利用の可否・量・質等は、
支払い能力により決まるため、所得
によるサービスの階層化が避け難い。

● 需要が供給を上回る地域における
価格の高騰が避けられず、価格によ
り需給が調整される結果として、女
性の労働市場参加が十分進まない。

● 低所得層の負担軽減が十分でない。

○ 市町村が利用者に対する給付義務を負
うが、実務上は市町村が保育所に対して
支払い(代理受領)。利用量(必要量)に応
じた単価設定を基本としつつ、安定的運
営に配慮。

○ 保育料徴収は、保育所が行うことを基
本としつつ、未納があっても子どもの保
育が確保されるよう、また事業者への影
響に配慮した方策（市町村の関与等）を
さらに検討。

○ 市町村が利用者へバウチャーを支給
（直接補助）。

○ 利用者が、一定額のバウチャーに自己
負担を上乗せし、市中の事業者に支払い。

○ 現行制度を維持。

(市町村が保育所に月単位で運営費を支払
い、市町村が利用者から保育料徴収。)

６ 給付方法

（補助方式）

【想定される課題】
● 上欄に同じ。
● 保育料未納の場合に、子どもの保
育が確保されない可能性。

【想定される課題】
● 付加的サービスについての価格設定等の取扱いについて、さらに検討。

４ 最低基準、５ 費用設定、６ 給付方式
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新たな保育の仕組み
(｢サービス保障の強化等＋財源確保｣案)

市場原理に基づく

直接契約・バウチャー方式

現行制度維持
（｢運用改善＋財源確保｣案）

○ 幅広く利用者が選択した事業者のサー
ビスにバウチャーの充当を可能とする。

○ 地域によって子どもに保障される保育の質が異なることはあってはならず、最低限の
水準を確保すべき。

最低基準のあり
方

７ 認可保育所の質の向上

○ 競争（市場において選択されない事業
者の撤退）により、質の確保を図る。

○ 子どもの最善の利益を保障し、子どもの健やかな育ちを支援するため、保育を直接受
ける子どもの視点をいかに担保できるかという視点に立って、保育の質の維持･向上を
図っていくことが必要。

その上で、保育の質を考える上では、子どもとともに親が成長することの支援、子ど
もと親が地域社会とのつながりを強める場としての機能、保護者と保育所がともに子ど
ものことを考える環境、保護者の満足感等の視点も重要。

○ 認可保育所は、保育を必要とする子どもの健やかな育ちを支援する場の要であり、今
後とも、その「質」を確保しながら「量」の拡充を図っていくことが必要。

○ 親支援の必要性、障害児の受け入れの増加、一人親家庭の増加等、家庭環境の変化等
に伴って保育所に求められる役割や、専門性の高まり等に対応した保育の質の向上(職員
配置、保育士の処遇、専門性の確保等)について、財源確保と併せさらに検討。

※ 保育の実施に責任を有する市町村が保育所の質の確保のために取り組むことや
第三者評価も含めた各保育所の運営の検証・評価の取組を進めることなども重要。

※ 保育の質の維持・向上のためには、行政による監査の徹底・強化、保育士と子ども
との間の安定的関係の観点から離職率といった点を把握・点検できる仕組み、保育士
の職場環境が変わる中実際の保育現場で実践できる保育士の育成・研修、保育士の
特性と能力を最大限発揮するための職場のマネジメントなども重要。

○ 施設長や保育士に対する研修の制度的保障の強化や、実務経験と研修受講を通じてス
テップアップが図れる仕組み（専門性ある保育士や、現場の保育士を指導助言する役割
など）について、また、研修の受講を可能とするためにも配置基準の見直しについて、
財源確保と併せさらに検討。

○ さらに、実務経験と研修受講を通じステップアップした者の配置に関しては、給付に
おいて評価する等により、処遇改善を併せて進めていくことについて、財源確保と併せ
さらに検討。
※ 量の抜本的拡充を進めるに当たり必要な保育士の計画的養成につき、さらに検討。
※ 研修の制度的保障の強化に当たっては、認可保育所のみならず、認可外保育施設ま
で含め、地域内のすべての保育従事者に対して行うものとする方向で、さらに検討。

保育の質の具体
的向上

【想定される課題】
● 市場を通じた淘汰には時間を必要と
し、悪質な事業者によるサービス提供を
受けた子どもの不利益は撤回が困難。

● コスト削減を目的に、従事者の処遇
が悪化し、結果として子どもの不利益に
なるおそれ。

－

○ 保育の質が子どもの育ちに与える影響等について、科学的・実証的な調査・研究に

より、継続的に検証を行っていく仕組みを構築する。

保育の質に関す
る継続的な検証
の仕組みの構築

【想定される課題】
● 財源確保と併せてさらに検討。

【想定される課題】
● 保育の質が担保されず、子どもの
良好な育成環境が保障できない。
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○ 認可外保育施設を現に利用している子ど
もを含め、すべての子どもに健やかな育ち
を保障する観点から、最低基準への到達に
向け、一定水準以上の施設に対して、一定
期間の経過的な財政支援（最低基準到達支
援）が必要。

※ どの水準の施設まで経過的な最低基準到
達支援の対象とするかはさらに検討。

※ 無資格の従事者が業務に従事しながら資
格取得を図れる仕組みを含め、認可外保育
施設の従事者に対する研修のあり方等をさ
らに検討。

※ 最低基準を満たす保育の量の拡充や、認
可外保育施設の経過的な最低基準到達支援
を行ってもなお、給付対象サービスのみで
は需要を満たし得ない地域における利用者
間の公平性の確保の方法については、さら
に検討。

○ 認可・認可外を問わず、バウチャーを
充当可。

○ 認可外保育施設に対しては、指導強化
により対応すべき。

認可外保育施設
の質の引き上げ

○ 最低基準を満たした施設を給付対象とすることを基本。

８ 認可外保育施設の質の引上げ

【想定される課題】
● 保育の質が担保されず、子どもの
良好な育成環境が保障できない。

【想定される課題】
● 財政支援なしに指導強化のみで質
の引き上げを図るのは困難と考えら
れる。

【想定される課題】
● 一定期間経過後も移行できない施設
をどうするかさらに検討。

○ 認可・認可外を問わず、バウチャーを
充当可。

○ 家庭的保育（保育ママ）事業に加え、新たな小規模保育サービス類型を創設。（※必
要な基準等については、さらに検討。）

小規模サービス
類型の創設

○ 認可・認可外を問わず、バウチャーを
充当可。

○ 早朝・夜間帯の保育については、その特性を踏まえ、必要な基準等について、さらに
検討。

早朝・夜間保育

市場原理に基づく

直接契約・バウチャー方式

新たな保育の仕組み
(｢サービス保障の強化等＋財源確保｣案)

現行制度維持
（｢運用改善＋財源確保｣案）

【想定される課題】
● 財源確保と併せてさらに検討。

【想定される課題】
● 財源確保と併せてさらに検討。

－○ 認可外保育施設の質の確保・向上に向けて、都道府県の指導監督の強化とともに、

地域内のすべての保育従事者を対象とした研修の実施や、地域内の認可保育所や子育て
支援に関わる者とのネットワーク形成など、市町村と連携した取組をさらに検討。

【想定される課題】
● 保育の質が担保されず、子どもの
良好な育成環境が保障できない。

【想定される課題】
● 保育の質が担保されず、子どもの
良好な育成環境が保障できない。



11

新たな保育の仕組み
(｢サービス保障の強化等＋財源確保｣案)

○ 需要に見合った最適なサービス提供が
市場を通じてなされることに期待。

○ 家庭的保育(保育ママ)事業に加え、新たな小規模保育サービス類型を創設することによ

り、人口減少地域における生活圏域での保育機能の維持を図る。（※必要な基準等につ
いては、さらに検討。）

小規模サービス
類型の創設

市場原理に基づく

直接契約・バウチャー方式

現行制度維持
（｢運用改善＋財源確保｣案）

○ 需要に見合った最適なサービス提供が
市場を通じてなされることに期待。

○ 人口減少地域において、保育所が、地域子育て支援拠点や児童館、放課後児童クラブ
などの役割を併せて担う「多機能型」を支援することにより、地域の子育て支援の拠点
として、また、地域社会の核としての役割を果たすことを支援する。（※必要な基準等
については、さらに検討。）

多機能型の支援

９ 地域の保育機能の維持・向上

－○ 人口減少地域の実情に応じ、保育所が担ってきた機能のあり方について、認定こども園の活用も
含め、さらに検討。

人口減少地域に
おける保育機能
のあり方

【想定される課題】
● 保育基盤が維持されないおそれ。

【想定される課題】
● 保育基盤が維持されないおそれ。

【想定される課題】
● 財源確保と併せてさらに検討。

【想定される課題】
● 財源確保と併せてさらに検討。
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○ 保育のサービス保障の基本的な仕組み
が以下のとおり。

・ 現行制度を維持。(市町村による｢保育

の実施義務｣の履行を通じた保障）

・ ただし、現行の「保育の実施義務」に
関する例外規定（付近に保育所がない等
やむを得ない場合は、その他適切な措置
で足りる）については、より厳格な運用
を行うよう市町村に周知徹底。

○ 認可保育所の中での実施の要否を市町
村の判断に委ねた上で、必要なかかり増
し経費を奨励的に補助する仕組み。実施
保育所数は抑制可（認可に裁量性。また
補助対象も裁量的判断。）。

○ 保育のサービス保障の基本的な仕組み

が以下のとおり。

・ 客観的に必要性が判断された者に、

受給権を例外なく付与（保育の給付義務）

・ 市町村に保育の費用の給付義務や、地域
の提供基盤の整備計画等を通じた提供体制
整備責任や利用調整等の支援からなる実施
責任を課す。

○ 曜日や時間帯を問わず、個人に必要な保
育量が認められ、受給権が付与される仕組
み。（裁量性のない指定制。）

※ 利用者が限られ、需要が分散しているこ
とにかんがみ、市町村による計画的な基盤
整備の仕組みをさらに検討。

※ 児童人口が少ない等により、市町村単位
では需要がまとまらない地域における実施
方法について、さらに検討。

※ 夜間保育については、その特性を踏まえ、
必要な基準等について、さらに検討。

○ 保育のサービス保障の基本的な仕組み
が以下のとおり。

・ 個人に一定額のバウチャーの受給権を
付与｡（市町村にバウチャーの給付義務)

○ 利用者が一定額のバウチャーに自己負
担を上乗せし、市中の事業者と直接契約。
実施保育所数は、市場に委ねられる。

休日保育

夜間保育

10 多様な保育サービス

【想定される課題】
● 量の拡充が十分に進まない。

市場原理に基づく

直接契約・バウチャー方式

新たな保育の仕組み
(｢サービス保障の強化等＋財源確保｣案)

現行制度維持
（｢運用改善＋財源確保｣案）

【想定される課題】
● これまで抑制されてきた潜在的な保
育需要が顕在化するため、財源確保が
必要。

【想定される課題】
● バウチャーの額が不十分であれば、
多額の自己負担を上乗せしなければ
利用できず、女性の労働市場参加が
十分進まない（いわば価格により需
給調整が図られる）。

● 一方、十分な額のバウチャーを支
給するためには、財源確保が必要。


